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衆
議
院
議
員
橘
慶
一
郎
君
提
出
平
成
二
十
一
年
の
民
主
党
「
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
」
に
お
け
る
「
『
埋
蔵
金
』
の
活
用
」
に

関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
、
二
及
び
八
に
つ
い
て

子
ど
も
手
当
、
高
校
の
実
質
無
償
化
、
農
業
の
戸
別
所
得
補
償
な
ど
「
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
」
の
工
程
表
に
掲
げ
ら
れ
た
主
要

な
事
項
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
二
年
度
及
び
平
成
二
十
三
年
度
に
お
け
る
歳
出
削
減
及
び
税
制
改
正
に
よ
り
三
・
六
兆
円

の
安
定
的
な
財
源
を
確
保
し
て
実
現
し
て
き
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

税
外
収
入
に
つ
い
て
は
、
「
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
」
の
工
程
表
に
掲
げ
ら
れ
た
主
要
な
事
項
の
た
め
の
安
定
的
な
財
源
と
は
し

て
い
な
い
が
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
下
、
特
別
会
計
の
剰
余
金
・
積
立
金
等
の
活
用
を
含
め
、
平
成
二
十
二
年
度
予
算
に
お

い
て
は
十
・
六
兆
円
、
平
成
二
十
三
年
度
予
算
に
お
い
て
は
七
・
二
兆
円
の
税
外
収
入
を
確
保
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
引
き

続
き
、
税
外
収
入
の
確
保
を
含
め
、
歳
出
歳
入
両
面
に
わ
た
っ
て
最
大
限
の
努
力
を
行
っ
て
ま
い
り
た
い
。

三
に
つ
い
て

平
成
二
十
二
年
度
予
算
及
び
平
成
二
十
三
年
度
予
算
に
お
け
る
特
別
会
計
の
剰
余
金
・
積
立
金
等
の
一
般
会
計
へ
の
繰
入

額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
七
・
八
兆
円
、
四
・
二
兆
円
で
あ
る
。

一



四
に
つ
い
て

平
成
二
十
一
年
度
決
算
に
お
け
る
特
別
会
計
の
剰
余
金
の
う
ち
、
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
の
剰
余
金
を
除
い
た
金
額
は
、

九
・
一
兆
円
で
あ
る
。

五
に
つ
い
て

財
政
投
融
資
特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
三
年
度
予
算
に
お
い
て
、
今
国
会
に
提
出
し
た
平
成
二
十
三
年
度
に
お

け
る
財
政
運
営
の
た
め
の
公
債
の
発
行
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
案
（
以
下
「
特
例
公
債
法
案
」
と
い
う
。
）
第
三
条
第
一

項
の
規
定
に
基
づ
き
実
施
す
る
特
例
的
な
措
置
と
し
て
、
財
政
融
資
資
金
勘
定
か
ら
一
兆
五
百
八
十
八
億
円
を
一
般
会
計
に

繰
り
入
れ
る
と
と
も
に
、
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
二
十
三
号
。
以
下
「
特
別
会
計
法
」
と
い
う
。
）

第
五
十
七
条
第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
投
資
勘
定
か
ら
千
七
百
二
億
円
を
一
般
会
計
に
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

財
政
融
資
資
金
勘
定
の
剰
余
金
に
関
す
る
今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
は
、
金
利
水
準
の
み
な
ら
ず
、
将
来
の
財
政
融
資
資

金
の
資
産
・
債
務
の
状
況
等
に
も
よ
る
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
確
た
る
数
字
を
示
す
こ
と
は
困
難
で
あ
る
が
、
同
勘
定
に
お

い
て
決
算
上
剰
余
金
を
生
じ
た
場
合
に
は
、
特
別
会
計
法
第
五
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
れ
を
積
立
金
と
し
て
積
み
立

て
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
投
資
勘
定
の
歳
入
歳
出
差
額
の
今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
は
、
配
当
金
収
入
や
産
業
投

二



資
支
出
等
の
状
況
に
よ
る
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
確
た
る
数
字
を
示
す
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

外
国
為
替
資
金
特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
三
年
度
予
算
に
お
い
て
、
特
別
会
計
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
平
成
二
十
二
年
度
の
剰
余
金
見
込
額
の
二
兆
七
千
二
十
三
億
円
を
一
般
会
計
に
繰
り
入
れ
る
こ
と
に
加
え
、
特
例
公

債
法
案
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
実
施
す
る
特
例
的
な
措
置
と
し
て
、
平
成
二
十
三
年
度
に
生
じ
る
剰
余
金
見
込
額

か
ら
二
千
三
百
九
億
円
を
一
般
会
計
に
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

外
国
為
替
資
金
特
別
会
計
の
剰
余
金
に
関
す
る
今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
は
、
外
国
為
替
相
場
及
び
市
場
金
利
の
推
移
の

み
な
ら
ず
、
外
国
為
替
平
衡
操
作
の
実
施
状
況
や
保
有
外
貨
資
産
の
運
用
状
況
等
に
も
よ
る
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
確
た
る

数
字
を
示
す
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

六
に
つ
い
て

平
成
二
十
一
年
度
決
算
に
お
け
る
特
別
会
計
の
積
立
金
等
の
う
ち
、
国
債
整
理
基
金
、
外
国
為
替
資
金
、
労
働
保
険
及
び

年
金
の
四
特
別
会
計
の
積
立
金
等
を
除
い
た
金
額
は
、
七
・
六
兆
円
で
あ
る
。

七
に
つ
い
て

国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
の
国
債
整
理
基
金
は
、
特
別
会
計
法
第
三
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
将
来
の
国
債
償

三



還
の
財
源
と
す
る
た
め
に
置
い
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
を
取
り
崩
し
、
他
の
施
策
の
実
行
に
充
て
る
の
は
適

当
で
な
い
と
考
え
る
。
な
お
、
平
成
二
十
三
年
度
国
債
発
行
計
画
に
お
い
て
は
、
国
債
整
理
基
金
の
一
部
を
取
り
崩
し
て
国

債
の
繰
上
償
還
の
た
め
の
買
入
消
却
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
国
債
整
理
基
金
を
そ
の
本
来
の
目
的
で
あ

る
国
債
償
還
に
充
て
る
も
の
で
あ
る
。

外
国
為
替
資
金
特
別
会
計
の
積
立
金
は
、
特
別
会
計
法
第
八
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
剰
余
金
の
う
ち
、
外
国
為

替
相
場
の
変
動
、
市
場
金
利
の
変
動
そ
の
他
の
要
因
を
勘
案
し
、
同
会
計
の
健
全
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
金
額

を
積
み
立
て
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
を
取
り
崩
し
、
他
の
施
策
の
実
行
に
充
て
る
の
は
適
当
で
な
い
と
考
え

る
。労

働
保
険
特
別
会
計
の
積
立
金
等
は
、
特
別
会
計
法
第
百
三
条
及
び
第
百
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
労
働
者
災
害
補
償
保

険
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
）
に
基
づ
く
被
災
労
働
者
の
遺
族
等
に
対
す
る
年
金
た
る
保
険
給
付
等
及
び
雇
用
保

険
法
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
百
十
六
号
）
に
基
づ
く
失
業
等
給
付
等
に
充
て
る
た
め
、
納
付
さ
れ
た
保
険
料
を
積
み
立
て

て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
を
取
り
崩
し
、
他
の
施
策
の
実
行
に
充
て
る
の
は
適
当
で
な
い
と
考
え
る
。

年
金
特
別
会
計
の
積
立
金
は
、
特
別
会
計
法
第
百
十
五
条
、
第
百
十
六
条
等
の
規
定
に
基
づ
き
、
国
民
年
金
法
（
昭
和
三

四



十
四
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
、
厚
生
年
金
保
険
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
十
五
号
）
等
に
基
づ
く
将
来
の
年
金
給
付

等
に
充
て
る
た
め
、
納
付
さ
れ
た
保
険
料
等
を
積
み
立
て
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
を
取
り
崩
し
、
他
の
施
策

の
実
行
に
充
て
る
の
は
適
当
で
な
い
と
考
え
る
。

五


